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平成30年度　長野市やまざとビジネス支援補助金事業応募申込書

平成　　年　　月　　日

長　野　市　長　　様　　　　　　　　　　　　　　　　

	住所（所在地）
〒


	（フリガナ）

	申請者・企業名

	（フリガナ）

	申込者氏名



次のとおり、長野市やまざとビジネス支援補助金事業に応募します。


１　申込者の概要等
	ビジネス開始予定年月日
	平成　　　年　　　月　　　日
（法人の設立年月日　　平成　　年　　月　　日）

	資本金（予定・実績）
	万円
	従業員（予定・実績）
	人

	現在、展開しているビジネスの概要
	




	申込者の現在の職業
	１．事業主 ２．会社員 ３．学生 ４．無職 ５．その他（　　　）

	電話番号
	（会社・自宅）
	ＦＡＸ番　号
	

	
	（携帯）
	
	

	Ｅ－mail
	

	申込者の性別
	男 ・ 女
	申込者の年齢
	（平成30年4月1日現在）
　　　　歳



※なお、申込後に申込者の住所・名称及び代表者の職・氏名に変更がある場合については、任意の変更届出を提出しなければならないものとします。

長野市やまざとビジネス支援補助金申請書類一覧


Ⅰ　中山間地域の活性化につながる効果

Ⅱ　補助対象設備、補助対象経費の内訳

Ⅲ　事業計画

Ⅳ　数値計画

１　数値計画策定方針
２　損益計画
（１）損益計画（５年間）
（２）損益計算算定根拠
３　資金計画
（１）資金計画（５年間）
（２）資金調達計画・返済計画・自主財源等
（３）補助対象設備等の減価償却費計算

Ⅴ　添付書類

1 法人市区町村税または市区町村税の完納を証する書類
（長野市では「現に未納の市税がないことの証明」）
2 事業や法人を紹介するパンフレット等
3 創業計画書または事業開始届
4 定款または会則
5 役員名簿または会員名簿
6 団体等の予算書・決算書・事業計画書・議事録
7 その他市長が必要と認める書類


Ⅰ　中山間地域の活性化につながる効果


事業名：
	

地域の活性化につながる効果　

ビジネスの実施により見込まれる効果及び達成目標について、下記のうち、該当する項目に記入してください。（ビジネスを実施することにより生じる、地域の活性化につながる効果について、該当する項目を具体的にお書きください。）

■　雇用の創出（雇用形態、人数等）
	現　　状
	数値目標及び達成時期
	根拠

	中山間地域の方
名
	
	

	それ以外の地区の方
名
	
	



■　経済波及効果（生産量、消費量の増加等）
	現　　状
	数値目標及び達成時期
	根拠

	
	
	



■　地域の課題解決（空き家の活用、交流（定住）人口の増加等）
	現　　状
	数値目標及び達成時期
	根拠

	
	
	




地域への波及効果






Ⅱ　補助対象設備、補助対象経費の内訳（できるだけ詳細に記載してください。）

（単位：千円）
	
	平成　　　年度

	
	内　容
	金　額

	補助対象設備
	活動拠点整備費
	

	
	
	

	
	設備費、備品費
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	（１）小　計
	

	補助対象経費
	人件費
	

	
	
	

	
	広告費
	

	
	
	

	
	原材料費
	

	
	
	

	
	外注費
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	（２）小　計
	

	（3）＝（1）＋（2）
合　計（注１）
	

	（3）×1/2（50％）補助金額
	

	自主財源等（自己資金・借入金・寄附等）
22ﾍﾟｰｼﾞ（２）資金調達計画・返済計画・自主財源等と一致
	


※金額に消費税は含めないでください。
（注1）補助金の上限は5,000千円です。補助金は補助対象額の１／２ですので、ここに記載される補助対象額の合計は10,000千円が上限となります。


Ⅲ　事業計画書

１　事業の名称
	（具体的な内容がわかる事業名を記載してください。）




２　事業化への動機、事業目的・経営理念
	事業化への動機、背景等





　事業の目的・経営理念








３　事業概要
	　事業の概要（商品・サービスのコンセプト、事業内容、価格等）
　　　





























４　事業の実現可能性
	ニーズの把握（どの程度のニーズがあるのか）


	　活用する地域資源（どの場所（地区）のどのような地域資源なのか）


	地域資源の入手方法


	

	地域、行政等との連携体制（現在の連携体制及び今後、想定される連携体制）


	事業の執行体制（現在の執行体制及び今後、想定される執行体制）


	事業に対する知識・経験の有無



５　事業の発展性・継続性
	事業の発展性


	事業の継続性





６　事業の独創性
	





７　事業への熱意
	








８　事業実施スケジュール等
	①１年目のスケジュール

	目標
（テーマや重点　方針など）
	


	（年月）

	（実施事項）

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	





	②２年目のスケジュール

	目標
（テーマや重点　方針など）
	



	（年月）

	（実施事項）

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	





	③３年目のスケジュール

	目標
（テーマや重点　方針など）
	


	（年月）

	（実施事項）

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	





	④４年目のスケジュール

	目標
（テーマや重点　方針など）
	



	（年月）

	（実施事項）

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	



	⑤５年目のスケジュール

	目標
（テーマや重点　方針など）
	


	（年月）

	（実施事項）

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	





Ⅳ　数値計画
１　数値計画策定方針

　　以下で策定する数値計画は

· 　既存の事業に補助金を受けて行う拡大事業も合算して数値計画を策定している。

· 　既存の事業はあるが、補助金を受けて行う事業は新規事業であるため、新規事業のみの数値計画を策定している。

· 　従来は特に事業を行っていなかったが、やまざとビジネス支援補助金をもとに新しい事業を立ち上げることとして数値計画を策定している。

いずれか該当する数値計画策定方針に☑をしてください。

２　損益計画
（１）５カ年計画
（単位：千円）
	
	現状
（既存店）
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	売上高

売上原価
	
	
	
	
	
	

	◎売上総利益

販売費及び
一般管理費
	
	
	
	
	
	

	◎営業利益

営業外収益
営業外費用
	
	
	
	
	
	

	◎経常利益

特別利益（注１）
特別損失
	
	
	
	
	
	

	◎税引前
当期利益

法人税等（注２）
	
	
	
	
	
	

	◎当期純利益
	
	
	
	
	
	


（注１）やまざと支援補助金受領予定額を特別利益に含めてください。
（注２）概算で法人は税引前当期利益の30％、個人は10％で計上してください。
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（２）損益計算算定根拠
　■ 売上（算定根拠について１年目～３年目は特に詳細に記載してください。）
（単位：千円）
	売上の内訳
（注１）
	現状
（既存店）
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	


（注１）商品、製品種類別に記載してください。

根拠説明（記載しきれない場合は適宜別紙で説明ください）
	現状（既存店）
	

	１年目
	

	２年目
	

	３年目
	

	４年目
	

	５年目
	



	12
■ 売上原価（算定根拠について１年目～３年目は特に詳細に記載してください。）
（単位：千円）
	売上原価の内訳
（注１）
	現状
（既存店）
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	経　費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	
	

	減価償却費
	補助対象設備に係るもの(注2)
	
	
	
	
	
	

	
	補助対象設備以外に係るもの
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	
	

	合　計（注３）
	
	
	
	
	
	


（注１）内容が分かるように内訳を記載してください。
（注２）この欄の金額と15ページ販売費及び一般管理費の同一欄の金額の合計額は23ページの「（3）補助対象設備の減価償却費計算」の合計欄の金額と一致します。
（注３）11ページの売上原価と一致します。

根拠説明（記載しきれない場合は適宜別紙で説明ください）
	現状（既存店）
	

	１年目
	

	２年目
	

	３年目
	

	４年目
	

	５年目
	



■ 販売費及び一般管理費
（算定根拠として１年目から３年目は特に詳細に記載してください。）
（単位：千円）
	販売費及び一般管
理費の内訳（注１）
	現状
（既存店）
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	経　費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	
	

	減価償却費
	補助対象
設備に係るもの(注2)
	
	
	
	
	
	

	
	補助対象
設備以外に係るもの
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	
	

	合　計（注３）
	
	
	
	
	
	


（注１）内容が分かるように内訳を記載してください。
（注２）この欄の金額と13ページ売上原価の同一欄の金額の合計額は23ページの
「（3）補助対象設備の減価償却費計算」の合計欄の金額と一致します。
（注３）11ページの販売費及び一般管理費と一致します。

根拠説明（記載しきれない場合は適宜別紙で説明ください）
	現状（既存店）
	

	１年目
	

	２年目
	

	３年目
	

	４年目
	

	５年目
	





■ 営業外収益、営業外費用
（算定根拠として１年目から３年目は特に詳細に記載してください。）
（単位：千円）
	営業外収益、営業外費用の内訳（注１）
	現状
（既存店）
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	営業外収益
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合　計
（注２）
	
	
	
	
	
	

	営業外費用
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合　計
（注２）
	
	
	
	
	
	


（注１）・内容が分かるように内訳を記載してください。
・非資金項目は独立科目として表示してください。
　（注２）11ページの営業外収益、営業外費用と一致します。

根拠説明（記載しきれない場合は適宜別紙で説明ください）
	現状（既存店）
	

	１年目
	

	２年目
	

	３年目
	

	４年目
	

	５年目
	



■ 特別利益、特別損失
（算定根拠として１年目から３年目は特に詳細に記載してください。）
（単位：千円）
	特別利益、特別損失の内訳　（注１）
	現状
（既存店）
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	特別利益
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合　計
（注２）
	
	
	
	
	
	

	特別損失
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合　計
（注２）
	
	
	
	
	
	


（注１）・内容が分かるように内訳を記載してください。
・固定資産除却損等非資金項目は独立科目として表示してください。
　（注２）11ページの特別利益、特別損失とそれぞれ一致します。

根拠説明（記載しきれない場合は適宜別紙で説明ください）
	現状（既存店）
	

	１年目
	

	２年目
	

	３年目
	

	４年目
	

	５年目
	




３　資金計画
（１）５カ年資金計画（予想キャッシュフロー計算書）


　（単位：千円）
	
	現状
（既存店）
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	Ⅰ　営業活動によるキャッシュフロー（A）

	営業収入①
	
	
	
	
	
	

	原材料又は商品の仕入れによる支出②
	
	
	
	
	
	

	人件費の支出③
	
	
	
	
	
	

	その他の営業支出④
	
	
	
	
	
	

	小　計⑤
（1 －②＋③＋④）
	
	
	
	
	
	

	利息の受取額⑥
	
	
	
	
	
	

	利息の支払額⑦
	
	
	
	
	
	

	法人税等の支払額⑧
	
	
	
	
	
	

	（A）営業活動によるキャッシュフロー
計（⑤+⑥-⑦-⑧）
	
	
	
	
	
	

	Ⅱ　投資活動によるキャッシュフロー（B）

	補助対象設備の取得による支出⑨
	
	
	
	
	
	

	補助対象外の設備等の取得による支出⑩
	
	
	
	
	
	

	資産の売却等による収入⑪
	
	
	
	
	
	

	その他⑫
	
	
	
	
	
	

	（B）投資活動によるキャッシュフロー
計（-⑨-⑩＋⑪-⑫）
	
	
	
	
	
	

	Ⅲ　財務活動によるキャッシュフロー（C）

	やまざと支援補助金収入⑬
	
	
	
	
	
	

	借入れによる収入⑭
	
	
	
	
	
	

	借入れの返済による支出⑮
	
	
	
	
	
	

	その他⑯
	
	
	
	
	
	

	（C）財務活動によるキャッシュフロー　　計⑬＋⑭-⑮-⑯
	
	
	
	
	
	

	Ⅳ　現金及び現金同等物の増加（減少）額（D）＝（A）＋（B）＋（C）
	
	
	
	
	
	

	Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高（E）
	
	
	
	
	
	

	Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高
（F）＝（D）＋（E）
	
	
	
	
	
	



[bookmark: _GoBack]

予想キャッシュフロー計算書作成にあたっての参考情報

１　営業活動によるキャッシュフローについては損益の発生とキャッシュの受入と支払の期間差は無視し、損益計画５カ年計画（11ページ）の数値をそのまま使用して作成する簡便的な方法でも結構です。

２　現金同等物とは短期の支払資金をいい、通常は当座預金や普通預金をいいます。

３　上記１の簡便的な方法によった場合は損益計画（11ページ）との関係は次ページの様になります。

（検証事例－１年目）
・損益計画と予想キャッシュフロー計算書の比較

	損益計画
	予想キャッシュフロー計算書
	検証

	表示名
	金額
	表示名
	金額（円）
	（差異の有無）

	売上高
	円
	営業収入
	円
	一致

	1　売上原価
	円
	1　原材料又は商品の仕入れによる支出
	円
	減価償却費等資金流出を伴わない費用分だけ損益計画の合計金額の方が大きい金額となる
Ａ－Ｂ≧0

	2　販売費及び一般管理費
	円
	2　人件費の支出
	円
	

	
	
	3　その他の営業支出
	円
	

	1,2の合計Ａ
	円
	1,2,3の合計Ｂ
	円
	Ａ－Ｂ
円


※Ａ－Ｂが負の値（マイナス）になる場合は誤りがあります。再度、金額を確認してください。


２年目以降も同様に検証してください。


（２）資金調達計画・返済計画・自主財源等
　■ 資金調達計画
　（単位：千円）
	金融機関名
	調　達　額

	
	現状
借入額
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　計（注１）
	
	
	
	
	
	


（注１）調達額１年目、２年目、３年目以降　それぞれの合計欄の合計は20ページ
　　　「Ⅲ　財務活動によるキャッシュフロー・借入による収入」と一致します。



■ 資金返済計画
（単位：千円）
	金融機関名
	当初借入
	返済予定額

	
	借入日
	借入額
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計（注１）
	
	
	
	
	
	
	


（注１）返済予定額１年目、２年目、３年目以降　それぞれの合計欄の金額は20ページ
　　　「Ⅲ　財務活動によるキャッシュフロー・借入の返済による支出」と一致します。


■ 自主財源等

	資金内訳
	金額（千円）

	自己資金
	

	クラウドファンディング・寄附金等
	

	その他
	

	合計
	





（３）補助金対象設備（Ⅱ　事業の内容、４ページの補助対象設備に表示）の減価償却費計算

（単位：千円）
	
	資産名
	取得
予定日
	償却
方法
	耐用
年数
	取得
価額
	減価償却費

	
	
	
	
	
	
	1年目
	2年目
	3年目
	4年目
	5年目

	現　状（既存店）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計　　　　
	
	
	
	
	
	

	１年目取得
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計（注１）
	
	
	
	
	
	

	２年目以降取得
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計（注１）
	
	
	
	
	
	

	
	合計（注２）
	
	
	
	
	




（注1） 取得価額１年目、２年目以降のそれぞれの小計欄の金額は19ページ「（１）５カ年資金計画、Ⅱ　投資活動によるキャッシュフロー・補助対象設備の取得による支出」と一致します。
（注2） 減価償却費１年目、２年目以降のそれぞれの合計欄の金額は13ページ「売上原価」及び、15ページの「販売費及び一般管理費」の補助対象設備の「減価償却費」の合計額と一致します。

（記載上の留意点３）減価償却費の計算について定額法を採用する場合は、残存価額をゼロとし、期中取得については年間償却額の2分の1とする簡便計算で結構です。

≪○○設備の減価償却費計算例≫
1年目　取得価額500×1年／10年×1／2＝25
2年目　取得価額500×1年／10年＝50
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